
第　５７　号議案

第１条　令和２年度久留米市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和２年度久留米市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　水道事業費用 千円 千円 千円

　　第１項　営業費用 千円 千円 千円

第３条　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

職員給与費 千円 千円 千円

　　　　　令和２年６月９日提出

　

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ）

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

７４７,７３０ △ ２８３ ７４７,４４７

（ 計 ）

支　　　　　　　出

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ）

４,６３２,３５０

福岡県久留米市長　 大　久　保　　勉

４,４０４,４４２ △ ２８３ ４,４０４,１５９

△ ２８３

（ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

４,６３２,０６７
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法定福利費 ２１,５５９

４　総係費 ３００,７３５ ３００,４５２ 手　当　等

１　水道事業費用 ４,６３２,３５０ ４,６３２,０６７

収 益 的 支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円）

千円

計（千円） 備　　　　　　考

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

１　営業費用 ４,４０４,４４２

△ ２８３

△ ２８３

△ ２８３

４,４０４,１５９

５０,２２７
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令和２年度　久留米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ２３４,１７３

　　減価償却費 １,４８５,８５４

　　減損損失 ３５,２２７

　　退職給付引当金の増加額 ３０,６７４

　　賞与引当金の増加額 ５,８０６

　　貸倒引当金の増加額 ９

　　修繕引当金の減少額 △ ７９,２００

　　長期前受金戻入額 △ ２５３,７１７

　　受取利息及び配当金 ６５０

　　支払利息及び企業債取扱諸費 ９３,５８１

　　固定資産除却損 ８３,７２５

    固定資産売却益 △ ６２９

　　未収金の増加額 △ ６,０８１

　　未払金の増加額 ７６,０７８

　　小計 １,７０６,１５０

　　利息及び配当金の受取額 △ ５８０

　　利息の支払額 △ ９３,５８１

　　業務活動によるキャッシュ・フロー １,６１１,９８９

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ２,０８１,０２０

　　有形固定資産の売却による収入 １,９５７

　　国庫補助金等による収入 ３１９,３０３

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,７５９,７６０

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ９００,０００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ８６５,３４７

　　財務活動によるキャッシュ・フロー ３４,６５３

４　資金増加額（又は減少額） △ １１３,１１８

５　資金期首残高 ４,２９７,６７１

６　資金期末残高 ４,１８４,５５３
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１　総　　括

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ５９

(７)

１９

１１ ７８

(７)

１１ ５９

(７)

１９

１１ ７８

(７)

０ ０

(０)

０

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外数

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

補
　
正
　
後

損益勘定支弁職員 １３８ ２７０,０６３ ２４４,８００ ５１５,００１ ８１,３８７ ５９６,３８８

資本勘定支弁職員 ７３,４３０ ５４,０５２ １２７,４８２ ２３,７１５ １５１,１９７

合　　計 １３８ ３４３,４９３ ２９８,８５２ ６４２,４８３ １０５,１０２ ７４７,５８５

補
　
正
　
前

損益勘定支弁職員 １３８ ２７０,０６３ ２４５,０４３ ５１５,２４４ ８１,４２７ ５９６,６７１

資本勘定支弁職員 ７３,４３０ ５４,０５２ １２７,４８２ ２３,７１５ １５１,１９７

合　　計 １３８ ３４３,４９３ ２９９,０９５ ６４２,７２６ １０５,１４２ ７４７,８６８

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ ０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

資本勘定支弁職員 ０ ０ ０ ０ ０

△ ２８３合　　計 ０ ０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 １４,１９０ ８,２６９ ６,６６２ ５３７

補　正　前 １４,１９０ ８,２６９ ６,６６２ ５３７

比　　　較 ０ ０ ０ ０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ２８,７１２ １,１４２ ７,８１０ ７４

補　正　前 ２８,７１２ １,１４２ ７,８１０ ７４

比　　　較 ０ ０ ０ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ９１,７７１ ６３,３２８ ７６,３５７

補　正　前 ９２,０１４ ６３,３２８ ７６,３５７

比　　　較 △ ２４３ ０ ０

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ５９

(３)

１９

１１ ７８

(３)

１１ ５９

(３)

１９

１１ ７８

(３)

０ ０

(０)

０

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

０ ０ ０ ０

０ △ ２４３ △ ２４３ △ ４０ △ ２８３

０

７３,４３０

３３４,０１９ ２９７,２７７ ６３１,４３４

１５１,１９７２３,７１５１２７,４８２５４,０５２

１０３,３１８ ７３４,７５２

２６０,５８９ ２４３,２２５ ５０３,９５２ ７９,６０３ ５８３,５５５

３３４,０１９ ２９７,０３４ ６３１,１９１ １０３,２７８

合　　計

５４,０５２ １２７,４８２ ２３,７１５ １５１,１９７

２６０,５８９ ２４２,９８２ ５０３,７０９ ７９,５６３

７３４,４６９

職　員　数

５８３,２７２

７３,４３０

補
　
正
　
前

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

０

０

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

補
　
正
　
後

区　　　　　分

１３８

１３８

１３８

１３８
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 １４,１９０ ８,２６９ ６,６６２ ５３７

補　正　前 １４,１９０ ８,２６９ ６,６６２ ５３７

比　　　較 ０ ０ ０ ０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ２８,７１２ １,１４２ ７,８１０ ７４

補　正　前 ２８,７１２ １,１４２ ７,８１０ ７４

比　　　較 ０ ０ ０ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 ８９,９５３ ６３,３２８ ７６,３５７

補　正　前 ９０,１９６ ６３,３２８ ７６,３５７

比　　　較 △ ２４３ ０ ０

区　  分

区  　分

区　  分

32



　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(４)

(４)

(４)

(４)

(０)

(０)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員で外数

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

補
　
正
　
後

損益勘定支弁職員 ９,４７４ １,８１８ １１,２９２ １,８２４ １３,１１６

資本勘定支弁職員

合　　計 ９,４７４ １,８１８ １１,２９２ １,８２４ １３,１１６

１１,２９２ １,８２４

合　　計 ９,４７４ １,８１８ １１,２９２

１３,１１６

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 ９,４７４ １,８１８

１３,１１６

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ ０ ０ ０ ０

資本勘定支弁職員

補
　
正
　
前

職　員　数

合　　計 ０ ０ ０ ０

１,８２４

０
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後

補　正　前

比　　　較

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後

補　正　前

比　　　較

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 補　正　後 １,８１８

補　正　前 １,８１８

比　　　較 ０

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

手　当 △ ２４３ 　１　そ の 他 の △ ２４３

　　　増  減  分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４８３,６６３

ロ １,４５６,２６２

△ ９３９,５１０ ５１６,７５２

ハ ５８,４１２,５３０

△ ２４,６９８,１８２ ３３,７１４,３４８

ニ ６,９１０,９５９

△ ４,８００,８３３ ２,１１０,１２６

ホ ３６,５９２

△ １９,５７８ １７,０１４

へ ３２８,９９６

△ ２３９,６３６ ８９,３６０

ト ７５６,２５６

３８,６８７,５１９

（２）

イ １,１０９

ロ ３７

１,１４６

（令和３年３月３１日）

令 和　２　年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

資　　　産　　　の　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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（３）

イ ５００,０００

ロ ４６

５００,０４６

３９,１８８,７１１

２　流　　動　　資　　産

（１） ４,１８４,５５３

（２） ６９０,１６３

△ ６,２３１ ６８３,９３２

（３） ４６０,６８０

５,３２９,１６５

４４,５１７,８７６

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

そ の 他 資 産
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７,８５５,８６１

７,８５５,８６１

（２）

イ ９１５,８４７

ロ ３１５,５７５

１,２３１,４２２

９,０８７,２８３

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ９５２,０９４

９５２,０９４

（２） ５４２,０８３

（３）

イ ５７,２０５

５７,２０５

（４） ９,４８５

１,５６０,８６７

５　繰　延　収　益

（１） １０,７３３,３９０

△ ４,１８０,３８０ ６,５５３,０１０

（２） ２７８,０４０

６,８３１,０５０

１７,４７９,２００

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部
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６　資　　本　　金 ２３,３２３,１９８

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７３

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４０

（２）

イ １５,３７４

ロ ２８３,６５０

ハ １,１７２,７１４

１,４７１,７３８

３,７１５,４７８

２７,０３８,６７６

４４,５１７,８７６

減 債 積 立 金

加 入 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

国 県 市 補 助 金
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会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物          10～50 年 

 構築物          2～60 年 

 機械及び装置       2～20 年 

 車両運搬具        3～ 5 年 

 器具及び備品       2～20 年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 商標権                      10 年 

 地上権                       5 年 

  （３）リース資産 

現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引については、中小規模事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 

２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する
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額（12月から 3月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

４ 減損損失に関する注記 

（１）グルーピングの方法 

久留米市水道事業において使用している固定資産については、全ての資産を一体として水道事業の供給を行っていることから、全体を１つの資産グルー

プとしている。ただし、遊休資産については、個別の資産単位ごとに把握している。 

（２）減損の兆候について 

令和２年度、以下の資産の一部について減損の兆候を認識している。 

用途 資産の種類 

水道事業 建設仮勘定 

 

Ⅱ．令和２年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和２年度において、退職手当 45,683,000円を支給するために、退職給付引当金 45,683,000円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 170,966,000 円の支出のために、賞与引当金 51,399,000 円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和２年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 3,824,000円を取り崩す予定である。 

４ 修繕引当金の取り崩し 

    令和２年度において、浄水施設等の修繕に充てるため、修繕引当金 79,200,000円を取り崩す予定である。 

  ５ リース契約により使用する固定資産 
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（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 22,113,832円 

     １年超 54,111,281円  

      計    76,225,113円 

 

Ⅲ．令和元年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和元年度において、退職手当 48,230,993円を支給するために、退職給付引当金 48,230,993円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和元年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 151,549,659 円の支出のために、賞与引当金 51,501,000 円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和元年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 3,836,000円を取り崩す予定である。 

４ 修繕引当金の取り崩し 

    令和元年度において、浄水施設等の修繕に充てるため、修繕引当金 81,092,000円を取り崩す予定である。 

５ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 22,847,322円 

     １年超 72,265,115円 

      計    95,112,437円 

 

 Ⅳ．セグメント情報の開示 

  久留米市水道事業は、水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 

 

 Ⅴ．その他の注記 
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修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てたものであり、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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